
危険物施設の風水害対策ガイ ド ラ イ ン（ ver2）  

１  共通事項 

（ １ ）  平時から の事前の備え 

   ア 危険物施設が所在する地域のハザード マッ プを参照し 、 当該施設が浸水想定区域や土

砂災害警戒区域に入っ ているかどう かや、 降雨や高潮に伴う 浸水高さ 等を確認し てお

く 。 こ れに当たり 、「 ハザード 地区における危険物施設の流出防止対策の促進につい

て」（ 令和元年９ 月 20 日付け消防危第 143 号） のと おり 、 ハザード マッ プを作製し て

いる各地域の市区町村の危機管理担当部局や河川管理者が水害リ スク に関する助言を実

施するこ と が可能であるこ と から 、 必要に応じ て相談等を行う 。  

     また、 ハザード マッ プが更新さ れた場合には、 当該施設に係る変更の有無や内容を都

度確認する。  

   イ  上記アを踏まえ、 当該施設において、 大雨や台風の接近に伴い被害等の発生が想定さ

れる場合には、 被害発生の危険性を回避・ 低減するために必要な措置を検討し 、 計画策

定を行う 。  

○ 計画策定に当たっ ては、 従業員の避難完了まで見据え、 タ イ ムラ イ ン（ 防災行動計

画） を考慮し 、 気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報（ 避難情報、 大雨、 暴

風、 土砂災害警戒情報等） の警戒レベル等に応じ 、 計画的な操業の停止や規模縮小、

危険物の搬入・ 搬出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。  

  災害対応を開始するタ イ ミ ングを判断する際には、 現在の状況を通知する PU SH

型手段、 過去、 現在の状況又は近い将来の状況を確認でき る PULL 型手段を 適切に

活用し て、 必要な情報を取得する。  

  また、 浸水や土砂の流入や、 こ れに伴う 危険物の流出を防止・ 低減するための方策

を講ずる場合には、 関連の技術情報（ 規格・ 指針等） を基に所期の機能を確保する。  

○ 計画策定後においては、 実施要領等に基づき教育訓練を行い、 従業者等の習熟を図

ると と も に、 対策実施に必要な時間を確認し てタ イ ムラ イ ンと の整合性を確保する。  

○ 各事業者が策定する計画や実施要領等は、 予防規程に定めるこ と と さ れている「 災

害その他の非常の場合に取るべき 措置」 等に該当するも のであるこ と から 、 こ れら を

予防規程の関連文書と し て位置付ける。 また、 予防規程の作成義務のない場合におい

ても 、 社内規定やマニュ アル等に風水害対策に係る計画等を位置付けると と も に、 消

防機関へ査察や検査等の機会に情報提供を行う 。  

   ウ 温度や圧力等の管理を継続するこ と が必要な物品については、 停電に備え自家発電設

備等のバッ ク アッ プ電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。 また、 こ れら の危険

物保安上必要な設備等についても 、 浸水等により 必要な機能を損なう こ と のないよう 措

置する。  
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   エ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、 土の

う 、止水板、水密性のあるシャ ッ タ ーやド ア（ 建具型の浸水防止用設備） 等を準備する。  

   オ 浸水等により 危険物が流出するおそれがある場合には、 オイ ルフ ェ ンス、 油吸着材、

土のう 等の必要な資機材を準備する。  

   カ  浸水等に伴い、 河川や海洋へ危険物が流出し た場合、 各地方公共団体の地域防災計画

に基づき 、 水質汚濁防止連絡協議会等の体制が構築さ れ、 関係行政機関が一体と なっ て

応急対応を行う こ と と さ れているこ と から 、 こ れら 関係行政機関への連絡体制を確立す

ると と も に、 積極的に訓練等に参画する。 こ のため、 危険物による被害が生じ た際の対

応と し て、 市町村・ 消防機関等関係機関と あら かじ め、 情報共有のタ イ ミ ング、 手段等

について確認し ておく 。  

   キ 天候回復後の施設の復旧に当たり 、 自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、 危

険物の仮貯蔵・ 仮取扱いを行う こ と が想定さ れる場合には、「 震災時等における危険物

の仮貯蔵・ 仮取扱い等の安全対策及び手続きについて」（ 平成 25 年 10 月３ 日付け消防

災第 364 号・ 消防危第 171 号） のガイ ド ラ イ ンを活用し 、 仮貯蔵・ 仮取扱いの実施計

画を作成のう え、 消防機関と 協議し ておく 。  

（ ２ ）  風水害の危険性が高まっ てき た場合の応急対策 

   ア 危険物施設等における被害の防止・ 軽減を図るため、 気象庁や地方公共団体等が発表

する防災情報を注視し 、 浸水、 土砂流入、 強風、 停電等による危険性に応じ た措置を講

ずる。  

    ＜浸水・ 土砂対策の例＞ 

     ・  浸水防止用設備の閉鎖や、 土のう や止水板の設置等により 危険物施設内への浸水

や土砂流入を防止・ 低減する。  

     ・  配管の弁やマンホールを閉鎖し 、 危険物の流出を防止すると と も に、 タ ンク や配

管への水や土砂の混入を防止する。  

     ・  禁水性物質や金属の溶融高熱物など、 水と 触れると 危険な物品については、 高所

へ移動する、 水密性のある区画で保管する、 金属の溶融高熱物の加熱をあら かじ め

停止し て十分温度を下げる等の措置を 講ずる。  

     ・  屋外にある容器及びコ ンテナは、 流出防止のため、 高所へ移動する、 ワイ ヤーや

金具で相互に緊結する、 重いも のを下方に積む等の措置を講ずる。 また、 移動タ ン

ク 貯蔵所についても 高台等への移動を 実施する。  

    ＜強風対策の例＞ 

     ・  飛来物により 配管等が破損し た場合における危険物の流出を最小限にするため、

配管の弁等を閉鎖する。  

     ・  屋外にある容器及びコ ンテナは、 転倒防止のため、 ワイ ヤーや金具で相互に緊結

する、 重いも のを 下方に積む等の措置を講ずる。   



    ＜停電対策の例＞ 

     ・  危険物の製造や取扱いをあら かじ め停止し ておく 。  

     ・  温度や圧力等の管理を継続するこ と が必要な物品については、 自家発電設備等に

より 所要の電力を 確保する。  

    ＜危険物の流出防止対策の例＞ 

     ・  施設外に危険物が流出し ないよう 、 浸水防止用設備の閉鎖を確実に行う ほか、 オ

イ ルフ ェ ンスを適切な場所に設置する。  

・  危険物の流出を確認し た場合は、 油吸着材等により 速やかに回収する。  

   イ  上記アの対策を講じ るに当たっ ては、 従業者等の避難安全を確保するこ と が必要であ

り 、 十分な時間的余裕をも っ て作業を行う 。  

   ウ 浸水等に伴い、 大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を 及ぼす事態に至る

可能性がある場合には、 速やかに消防機関等の関係機関への通報を行う 。  

特に、 水と 接触するこ と で激し く 燃焼する物品や有害なガスを発生さ せる物品が存す

る場合には、 その物質の性状や保管状況等について情報提供を行う 。  

   エ 浸水等に伴い、 河川や海洋へ危険物が流出し た場合には、 水質汚濁防止連絡協議会等

の関係行政機関へ速やかに通報・ 連絡し 、 連携し て応急対策を実施する。  

（ ３ ）  天候回復後の点検・ 復旧 

   ア 点検を行い、 必要な補修を施し た後で再稼働を行う 。  

     特に、 浸水し た施設では、 電気設備のほか、 危険物を取り 扱う 設備や配管も 損傷し て

いる可能性があるため、 目視点検だけでなく 、 作動状況や気密性、 危険物への水の混入

状況等について確認を実施する。  

     また、 台風等による強風や大雨に見舞われた浮き屋根式屋外タ ンク 貯蔵所の点検・ 復

旧については、「 浮き 屋根式屋外タ ンク 貯蔵所の保安対策の徹底及び応急措置体制の整

備について（ 通知）」（ 平成 25 年７ 月 31 日付け消防危第 141 号・ 消防特第 154 号） を

参考と し て対応する。  

   イ  電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、 危険物施設内の電気設備や配線の健全性

を確認する。  

２  施設形態別の個別事項 

  危険物施設の形態別のポイ ント 、 チェ ッ ク リ スト （ 例） 及び風水害対策における初動対応の

フ ローチャ ート を別紙１ から 別紙 13 のと おり 整理し 、 別紙 14 にチェ ッ ク リ スト （ 例） と フ ロ

ーチャ ート の関係と 活用イ メ ージを示す。 各事業所においてはこ れら を活用し て風水害対策を

講ずるこ と が適当である。  



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬
出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書、又は社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃
料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、大規模な爆発など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通報す
る。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保管状
況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混入を防止
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性のある区画への保管、金属の溶融
高熱物は、加熱をあらかじめ停止して十分温度を下げる 等

強風対策の例
・強風により塔槽類等が破損・転倒しないよう、耐風性能を再確認
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護
・飛来物により配管等が破損した場合における危険物の流出を最小限にするため、配管の弁等を閉鎖 等

停電対策の例
・危険物の製造や取扱いをあらかじめ停止
・温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品は、自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・オイルフェンスを適切な場所に設置
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜製造所における風水害対策上のポイント＞ 別紙１



チェックリスト（例） ー製造所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書又は社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行うほか、オイルフェンスを適切な場
所に設置する。

□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 強風により塔槽類等
が破損・転倒しない
よう耐風性能を再確
認する。

□ 危険物の製造や取扱
いをあらかじめ停止
する。

□ 配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出
防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混
入を防止する。

□ 飛来物により建築物
等が破損しないよう、
シャッター等で保護
する。

□ 温度や圧力等の管理
を継続することが必
要な物品については、
自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高
所への移動、水密性のある区画へ保管する。

□ 金属の溶融高熱物は、加熱をあらかじめ停止し
て十分温度を下げる。

□ 飛来物により配管等
が破損した場合にお
ける危険物の流出を
最小限とするため、
配管の弁等を閉鎖する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬
出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書、又は社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃
料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通
報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保
管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性のある区画への保管
・容器やコンテナは、ロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む等、浮き上がり等による破
損や施設外への流出等を防止するための措置を講ずる 等

強風対策の例
・強風により屋根が破損しないよう、耐風性能を再確認し、必要に応じてワイヤー等で強度を確保
・飛来物により建築物等が破損した場合における容器等の破損、危険物の流出等を最小限にするため、容
器等をロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む 等

停電対策の例 ・自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、容器等の破損や危険物の流出の有無等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜屋内貯蔵所における風水害対策上のポイント＞ 別紙２



チェックリスト（例） ー屋内貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書又は社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 建築物や電気設備等における浸水を防止するため浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土の
う、止水板、水密性のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行う。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 強風により屋根が破
損しないよう、耐風
性能を再確認し、必
要に応じてワイヤー
等で強度を確保する。

□ 自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高
所への移動、水密性のある区画へ保管する。

□ 飛来物により建築物
等が破損した場合に
おける容器等の破損、
危険物の流出等を最
小限にするため、容
器等をロープ・ワイ
ヤー等で相互に緊結、
重いものを下方に積む。

□ 容器やコンテナは、ロープ・ワイヤー等で相互
に緊結、重いものを下方に積む等、浮き上がり
等による破損や施設外への流出等を防止するた
めの措置を講ずる。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、容器等の破損や危険物の流出の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬出
の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書、又は社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃料
等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○屋外貯蔵タンク津波被害シミュレーションツール※を活用し、被害が生ずる可能性のあるタンクについては、緊急遮断弁の設置等
を実施する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡体
制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を
作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、強
風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通報
する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保管状
況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混入を防止
・ルーフドレーン等の排水機能を確認し、浮き屋根上の滞水を防止
・高潮により配管等が破損した場合における危険物の流出を最小限にするため、タンク元弁等を閉鎖 等

強風対策の例
・飛来物により配管等が破損した場合における危険物の流出を最小限にするため、配管の弁等を閉鎖
・タンク本体や付属品の耐風性能（設計基準）の再確認 等

停電対策の例 ・温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品は、自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浮き屋根式屋外タンク貯蔵所では、「浮き屋根式屋外タンク貯蔵所の保
安対策の徹底及び応急措置体制の整備について」（平成25年７月31日付消防危第141号・消防特第154号）を参考として対応す
る。）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜屋外タンク貯蔵所における風水害対策上のポイント＞

※消防庁ホームページに掲載（https://www.fdma.go.jp/publication/simulatetool/simulatetool001.html）

別紙３



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬
出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃
料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通
報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保
管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁や注入口を閉鎖し、危険物の流出防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混入を防止
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品を貯蔵している場合は、水密性のある区画で貯蔵 等

強風対策の例
・強風により建築物（タンク専用室）が破損しないよう、耐風性能を再確認
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護 等

停電対策の例 ・温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品は、自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、危険物の流出の有無等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜屋内タンク貯蔵所における風水害対策上のポイント＞ 別紙４



チェックリスト（例） ー屋外タンク貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書又は社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

□ 屋外貯蔵タンク津波被害シミュレーションツールを活用し、被害が生ずる可能性のあるタンクについては、
緊急遮断弁の設置等を実施する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置する。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 飛来物により配管等
が破損した場合にお
ける危険物の流出を
最小限にするため、
配管の弁等を閉鎖する。 □ 温度や圧力等の管理

を継続することが必
要な物品については、
自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出
防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混
入を防止する。

□ 高潮により配管等が破損した場合における危険
物の流出を最小限にするため、タンク元弁等を
閉鎖する。

□ タンク本体や付属品
の耐風性能（設計基
準）を再確認する。

□ ルーフドレーン等の排水機能を確認し、浮き屋
根上の滞水を防止する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浮き屋根式屋外タンク貯蔵所では、「浮き屋根式屋外タンク貯蔵所の保安対策の徹底及び応急措置体制の
整備について（通知）」（平成25年７月31日付け消防危第141号・消防特第154号）を参考として対応する。

□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



チェックリスト（例） ー屋内タンク貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
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え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づけ、消防機関に資料提出を行う。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
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が
高
ま
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て
き
た
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□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行う。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 強風により建築物
（タンク専用室）が
破損しないよう、耐
風性能を再確認する。

□ 飛来物により建築物
（窓ガラス）等が破
損しないよう、シャ
ッター等で保護する。

□ 温度や圧力等の管理
を継続することが必
要な物品については、
自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高

所への移動、水密性のある区画へ保管する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、危険物の流出の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬
入・搬出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保
する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必
要な燃料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよ
う措置する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関へ
の連絡体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実
施計画を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂
流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機
関へ通報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物
質の性状や保管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等によりポンプ設備等への浸水や土砂流入を防止・低減
・マンホール、通気管、注入口等を閉鎖し、危険物の流出防止とともに、地下タンクや配管への水や土砂の
混入を防止 等

強風対策の例
・飛来物により配管やポンプ設備等が破損した場合における危険物の流出を最小限とするため、配管の弁
等を閉鎖、ポンプ設備の稼働の停止 等

停電対策の例
・温度や圧力等の管理を継続することが必要な危険物を貯蔵している場合については、自家発電設備等
により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、地下タンクへの水混入の有無等を確認）。
この場合、石油連盟が発行する「SS施設安全点検記録帳」のチェックリストの例（水害の場合）が参考となること。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜地下タンク貯蔵所における風水害対策上のポイント＞ 別紙５



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬
出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃
料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通
報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保
管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁、通気管を閉鎖し、ロープ・ワイヤー等で緊結し、危険物の流出防止とともに、タンクへの水や土
砂の混入を防止
・簡易貯蔵タンクの浮き上がりを防止するため，ロープ・ワイヤー等で固定 等

強風対策の例
・強風により建築物（タンク専用室）が破損しないよう、耐風性能を再確認
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護
・簡易貯蔵タンクの転倒防止のため、ロープ・ワイヤー等で緊結 等

停電対策の例 ・自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、作動状況やタンクへの水混入の有無等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜簡易タンク貯蔵所における風水害対策上のポイント＞ 別紙６



チェックリスト（例） ー地下タンク貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づけ、消防機関に資料提出する。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

□ 地下タンクへの水混入の有無を確認するための資機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等によりポンプ設備等への浸水
や土砂流入を防止・低減する。

□ 飛来物により配管や
ポンプ設備等が破損
した場合における危
険物の流出を最小限
とするため、配管の
弁等を閉鎖、ポンプ
設備の稼働を停止する。

□ 温度や圧力等の管理
を継続することが必
要な物品については、
自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ マンホール、通気管、注入口等を閉鎖し、危険
物の流出防止とともに、地下タンクや配管への
水や土砂の混入を防止する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、地下タンクへの水の混入の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬
入・搬出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確
保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、社内規定やマニュアル等に位置づけ、高台に避難場所を確保するとともに、関係機
関と協議しておく。

○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関
への連絡体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの
実施計画を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土
砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係
機関へ通報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、そ
の物質の性状や保管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・移送経路の変更
・危険物の移送を計画的に停止
・高台等の安全な場所へ移動 等

強風対策の例
・移送経路の変更
・危険物の移送を計画的に停止
・飛来物によりタンク等が破損しないよう、建築物内の常置場所等へ移動 等

危険物の流出防止
対策の例

・マンホールや各弁の閉鎖確認
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜移動タンク貯蔵所における風水害対策上のポイント＞
別紙７



チェックリスト（例） ー簡易タンク貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づけ、消防機関に資料提出を行う。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認し、
計画の実効性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品を存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行う。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 施設外への危険物の流出防止のため、浸水防止
用設備を閉鎖、オイルフェンスを設置する。

□ 簡易タンクの浮き上がりを防止するため、ロー
プ・ワイヤー等で固定する。

□ 強風により建築物
（タンク専用室）が
破損しないよう、耐
風性能を再確認する。

□ 飛来物により建築物
（窓ガラス）等が破
損しないよう、シャ
ッター等で保護する。

□ 自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 配管の弁、通気管を閉鎖し、危険物の流出防止
とともに、タンクへの水や土砂の混入を防止する。

□ 簡易貯蔵タンクの転
倒防止のため、ロー
プ・ワイヤー等で緊
結する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、作動状況やタンクへの水混入の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、
危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整
合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書、又は社内規定やマニュアル等に位置づける。

○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の
関係機関への連絡体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮
取扱いの実施計画を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土
砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、施設外に容器やコンテナが流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに
消防機関等の関係機関へ通報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存
する場合には、その物質の性状や保管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性のある区画へ移動させ、
保管する
・容器は、高台や屋内の場所等へ移動させ、保管する（必要に応じて仮貯蔵等を検討する）
・容器及びコンテナは、ロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む等、浮き上
がり等による破損や施設外への流出等を防止するための措置を講ずる 等

強風対策の例
・飛来物により囲い等が破損した場合における容器等の破損、危険物の流出等を最小限に
するため、容器等をロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、容器の破損や危険物の流出の有
無等を確認）。

○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜屋外貯蔵所における風水害対策上のポイント＞
別紙８



チェックリスト（例） ー移動タンク貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の移送の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 高台に移動タンク貯蔵所を避難させる場所を確保するとともに、関係機関と協議する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づけ、消防機関に資料提出を行う。

対策の
準備

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 危険物が流出しないよう、マンホールや各弁の閉鎖を確実に行う。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 移送経路を変更する。
□ 危険物の移送を計画的に停止する。

□ 高台等の安全な場所へ移動する。
□ 飛来物によりタンク等が破損
しないよう、建築物内の常置
場所等へ移動する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬出の時期
や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書等に位置づける。

○停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源（自家発電設備や可搬式の発電機等）及び当該電源に必要な燃料等を確保する。これら
の危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

○停電時に燃料供給を実施できるよう、緊急用資機材を準備する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡体制を
確立し、積極的に訓練等に参画する。

○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成
の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、強風、
停電等による危険性に応じた措置を講ずる。

○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業し、施設を停止する場合は主電源（ブレーカー）を落とす。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通報する。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・地下タンクへの水混入の有無を確認するための資機材を確保
・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・マンホール、通気管等を閉鎖し、危険物の流出防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混入を防止、危険物
運搬容器の施設外への流出防止を実施
・緊急用資機材の準備 等

強風対策の例
・強風により屋根（キャノピー）が破損しないよう、耐風性能を再確認
・固定給油設備等とキャノピーの柱とをロープ・ワイヤー等で緊結する等、固定給油設備等の転倒防止策を講ずる
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護 等

停電対策の例
・自家発電設備等により所要の電力を確保
・緊急用資機材を準備 等

危険物の流出防止
対策の例

・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、地下タンクへの水混入の有無等を確認）。この場合、石
油連盟が発行する「SS施設安全点検記録帳」のチェックリストの例（水害の場合）が参考となること。

○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜給油取扱所における風水害対策上のポイント＞ 別紙９



チェックリスト（例） ー屋外貯蔵所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、仮貯蔵・仮取扱いの自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危
険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合、実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書又は社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置する。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により、施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
する。

□ 飛来物により囲い等が破損し
た場合における容器等の破損、
危険物の流出等を最小限にす
るため、容器等をロープ・ワ
イヤー等で相互に緊結、重い
ものを下方に積む。

□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性
のある区画へ移動させ、保管する。

□ 容器及びコンテナは、高台や屋内の場所等へ移動させ、保管する
（必要に応じて仮貯蔵等を検討する）。

□ 容器及びコンテナは、ロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いもの
を下方に積む等、浮き上がり等による破損や施設外への流出等を防
止するための措置を講ずる。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、容器等の破損や危険物の流出の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬
出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、社内規定やマニュアル等に位置づける。

○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、施設外に容器が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機
関へ通報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性のある区画への保管
・容器は、ロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む等、浮き上がり等による破損や施設外
への流出等を防止するための措置を講ずる 等

強風対策の例
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護
・飛来物により建築物等が破損した場合における容器の破損、危険物の流出等を最小限にするため、容器
をロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重いものを下方に積む 等

停電対策の例 ・自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、容器の破損や危険物の流出の有無等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜販売取扱所における風水害対策上のポイント＞ 別紙10



チェックリスト（例） ー給油取扱所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書等に位置づける。

対策の
準備

□ 停電に備えバックアップ電源（自家発電設備や可搬式の発電機等）を確保する。また、これらの危険物保
安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 停電時に燃料供給を実施できるよう、緊急用資機材を準備する。
□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風速、
河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行い、施設を停止す
る場合は主電源（ブレーカー）を落とす。

□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 強風により屋根
（キャノピー）が破
損しないよう、耐風
性能を再確認する。

□ 自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ マンホール、通気管を閉鎖し、危険物の流出防
止とともに、地下タンクや配管への水や土砂の
混入を防止し、危険物運搬容器（エンジンオイ
ル等）を施設外に流出しないようにする。

□ 固定給油設備等を
ロープ・ワイヤー等
で緊結する等、固定
給油設備等の転倒防
止策を講ずる。 □ 緊急用資機材を準備

する。
□ 飛来物により建築物
（窓ガラス等）が破
損しないよう、シャ
ッター等で保護する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、地下タンクへの水混入の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



検討すべき 情報伝達事項 ガイ ド ラ イ ンの項目 （ 参考） 各事業所における計画作成のチェ ッ ク ポイ ント の具体化例

災害リ スク 確認 1-1 災害情報の確認と 事業所リ スク の想定

□ 浸水被害をハザード マッ プ等で確認し ているか。 ①事業所所在地がハザード マッ プの被害区域に該当し ているか確認

□ 土砂災害警戒区域をハザード マッ プ等で確認し ているか。 　 □洪水、 □内水、 □高潮、 □津波、 □土砂災害、 □該当なし

□ 事業所所在地で過去の風水害事例を確認し ているか。 ②事業所所在地の過去10年間の風水害被害

□ 避難情報（ 事業所外避難の場合は、 避難所及び避難ルート 等） を確認し ているか。 　 □洪水、 □内水、 □高潮、 □津波、 □土砂災害、 □被害なし

③避難情報の確認

　 事業所外避難の場合　 □避難所、 □避難ルート

災害リ スク 確認 ④事業所（ 危険物施設） の被害想定シナリ オ例

　 □建物・ 設備等の破損、 □危険物の漏洩、 □危険物の漏洩に伴う 火災、

　 □危険物（ 禁水性物質等） の水濡れ・ 停電に伴う 温度管理不備等による火災、

　 □高温設備（ 金属溶融炉等） が水に接触し て水蒸気爆発、

　 □その他（ 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 ）

上記情報媒体から の取得手段について以下の内容を確認し ているか。 1-2 風水害対策に必要な情報の取得手段の確保

・ Push型情報（ 例： TV等） 、 Pul l 型情報（ 例： ネッ ト 等） の把握 ①必要な情報の確認

・ Pul l 型の場合は"誰が""どのく ら いの頻度で"取得するかなど確認し ているか。 　 □予想降雨量、 □予想風速、 □河川水位、 □潮位、

対策の準備・ 訓練等の実施 　 □防災気象情報（ 例： 大雨警報、 土砂災害警戒情報、 警戒レベル） 、

□ 対策資器材の準備、 定期的な保守点検を行っ ているか。 　 □避難指示、 高齢者等避難、 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□ 訓練で対策資機材の取扱いを把握し ているか。 ②情報媒体

□ 訓練で対策に要する時間、 必要な対応要員数を把握し ているか。 　 □TV・ ラ ジオ、 □市町村防災行政無線（ 屋外スピーカ ー、 戸別受信機） 、

　 □緊急速報メ ール（ 携帯会社各社が運用するサービス） 、

　 □イ ンタ ーネッ ト ： □気象庁HP、 □国土交通省HP川の水位情報、 □自治体HP

計画等の策定 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 □国土交通省地方整備局河川部HP（ 河川水位等）

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

③情報媒体から の取得手段（ 特にPul l 型の場合）

□ 避難の方法、 開始判断について避難計画を作成し ているか。 　 □誰が取得するか（ 　 　 　  　 ） 、 □どのく ら いの頻度で取得するか（ 　  　 　 　 　 ）

計画等の策定 2-1 風水害対策に要するリ ソ ース（ 時間、 対応要員、 資器材） の把握

□ 風水害対策への移行判断責任者を定めているか。 ①時間・ 対応要員を要する風水害対策

□ 移行判断責任者不在（ 外出・ 夜間等） を想定し て、 代理を定めているか。 　 □止水板・ 土のう の設置、 □移動タ ンク 貯蔵所の高所への移動、

計画等の策定 　 □高温設備（ 金属溶融炉等） を安全な状態と する対応、

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

②対策に要するリ ソ ース　 □時間（ 　 　 　 　 　 　 ） 、 □対応要員数（ 　 　 　 　 　 　 　 ）

2-2 風水害対策への移行判断基準の検討

①風水害対策の移行判断基準

　 □（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 前時点で台風の予想進路上にある場合

□ 対策移行判断時に伝達する内容を記載し た書式を予め作成し ているか。 　 □防災気象情報（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の発表

　 □隣接河川水位（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の上昇

□ 事業所内の対策実施状況を管理するための書式を予め作成し ているか。 　 □時間降水量（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の観測

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

計画等の策定 2-3 風水害対策への移行判断責任者の選任

①移行判断責任者　 □移行判断責任者（ 　 　  　  　 　 　 ） 、 □代理（ 　 　 　 　   　 　 ）

2-4 外部・ 内部関係者への連絡の検討

訓練等の実施 ①外部関係者　 □消防機関、 □市町村、 □その他（ 　 　 　 　  　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 ）

②外部関係者への情報提供

　 □事業所概要（ 企業名・ 事業所名・ 住所・ 主要製品・ 主要工程等） 、

□ 関係機関への情報伝達する際の書式を予め作成し ているか。 　 □危険物施設・ 危険物情報（ 種類・ 量等） 、 □風水害対策と 対策移行判断基準、

　 □構内配置図、 事業所周囲が把握できる地図、 □その他（ 　 　 　 　 　 　   　 　 　 　 ）

□ 事業所内で情報共有するための手段を確保し ているか（ 放送設備、 一斉メ ール等） 。 3-1 消防機関への通報方法の検討

計画等の策定 ①消防機関への通報先　 □119番通報、 □消防機関担当者、 □その他（ 　   　  　 　 　 ）

□ 事業所と 本社広報で問合せ対応の分担を協議し ているか。 3-2 関係機関への情報伝達方法の検討

□ 問合せ対応者を定めているか（ 限定し て情報の一元管理） 。 ①関係機関　 □市町村、 □水質汚濁防止連絡協議会、 □その他（ 　 　 　 　   　 　 　 　 ）

□ 問合せ及び回答内容を記録する書式を予め作成し ているか。 3-3 問合せ対応準備

①問合せ担当者の選任　 □問合せ担当者（ 　 　 　 　 　   　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

風水害対策における初動対応のフ ローチャ ート Ⅰ   

平時から の事前の備え
タ イ ムラ イ ン 計画作成のチェ ッ ク ポイ ント

平時から の
事前の備え

1. 災害情報の確認
　 と 取得手段の確
　 保

1-1 災害情報の確認と 事業所リ スク の想定

□ 事業所情報（ 製造工程、 危険物等） と 想定さ れる風水害被害から 、 事業所（ 危険物施設） で最も 大きな被害想定シナリ オを把握
し ているか。

□ 風水害対策への移行判断基準を定めているか（ 判断の誤り を防ぐ ため、 対策移行判断の条件は、 可能であれば複数ある方が望ま
し い） 。

2-3 風水害対策への移行判断責任者の選任

2-4 外部・ 内部関係者への連絡の検討

1-2 風水害対策に必要な情報の取得手段の確保

□ 風水害対策に必要な情報（ 予想降雨量・ 風速、 河川水位、 潮位、 防災気象情報、 避難指示等） を確認し ているか。

□ 消防機関への通報以外に連絡すべきその他の関係機関（ 市町村、 水質汚濁防止連絡協議会等） を把握し 、 連絡先リ スト を作成し
ているか。

3-3 問合せ対応準備

風水害対策計画に盛り 込む

3. 災害発生時の
　 連絡体制の構築

3-1 消防機関への通報方法の検討

□ 平時から 消防機関と 協議し 、 通報先（ 119番通報、 消防機関担当者等） 、 通報時に伝達する内容を確認し てるか。 また、 書式を予
め作成し ているか。

3-2 関係機関への情報伝達方法の検討

※参照
　 ①風水害対策に必要な情報リ スト （ 案）
　 ②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表
　 ③風水害対策への移行判断基準
　 ④外部・ 内部関係者リ スト
　 ⑤外部関係者への通報・ 連絡票
　 ⑥問合せ記録票

2. 取得し た情報か
　 ら 対策への移行
　 体制の構築

2-1 風水害対策に要するリ ソ ース（ 時間、 対応要員、 資器材） の把握

風水害対策計画の作成フ ロー

□ 平時から 外部関係者と 協議し 、 基本情報（ 事業所概要、 危険物情報、 図面等） の提供、 対策移行判断時に伝達する内容を確認し
ているか。

□ 上記情報を取得でき る情報媒体（ TV・ ラ ジオ、 緊急速報メ ール、 イ ンタ ーネッ ト 等） を把握し 、 リ スト 化し ているか。

□

□ 対策を移行し たこ と を連絡し なければなら ない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） 及び内部関係者（ 本社、 他
事業所等） を把握し 、 連絡先リ スト を作成し ているか。

□ 夜間・ 休日等で対応要員が不足する場合は、 参集ルール作成や一斉メ ール等の連絡手段を確保し ているか。

2-2 風水害対策への移行判断基準の検討

開始

災害情報の確認と 事業所リ スク の想定

風水害対策に必要な情報の取得手段の確保
①風水害対策に必要な情報リ スト

情報取得体制の構築

風水害対策への移行判断基準の検討
③風水害対策への移行判断基準

風水害対策への移行体制の構築

消防機関への通報方法の検討
⑤外部関係者への通報・ 連絡票

連絡体制・ 問合せ対応の構築

風水害対策に要するリ ソ ースの把握
②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

風水害対策への移行判断責任者の選任

外部・ 内部関係者への連絡の検討
④外部・ 内部関係者リ スト

⑤外部関係者への通報・ 連絡票

②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

関係機関への情報伝達方法の検討
④外部・ 内部関係者リ スト

⑤外部関係者への通報・ 連絡票

問合せ対応準備
⑥問合せ記録票

1-1

1-2

2-1

2-2

2-3

2-4

3-1

3-2

3-3



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬
入・搬出の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保
する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必
要な燃料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよ
う措置する。

○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○倒壊等により当該施設（配管等）へ被害を及ぼすおそれのある周辺の工作物等を把握する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関へ
の連絡体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。

○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実
施計画を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂
流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。

○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、危険物が流出するなど周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機
関へ通報する。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物
質の性状や保管状況等について情報提供を行う。

○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・危険物の取扱いをあらかじめ停止
・土のうや止水板等によりポンプ設備等への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁等を閉鎖し、危険物の流出防止 等

強風対策の例
・強風により配管等が破損しないよう、耐風性能を再確認する
・飛来物により配管等が破損した場合における危険物の流出を最小限にするため、配管の弁等を閉鎖 等

停電対策の例 ・自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策の例

・施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜移送取扱所における風水害対策上のポイント＞ 別紙11



検討すべき 情報伝達事項

□ 風水害対策に必要な情報の収集を 開始し 、 風水害の危険性がある か確認し たか。

・ 気象庁HPの早期注意情報（ 警報級の可能性） 等を 確認

・ 風水害の危険性が高まる 時期、 地域及び規模の確認

□ 風水害の危険性と 対象地域から 、 事業所への影響の可能性がある か。

□ 事業所への影響の可能性が想定さ れる 場合、 風水害対策への移行判断責任者又は代理に報告し たか。

□ 風水害対策への移行判断責任者又は代理は、 今後の対応方針について検討し たか。

□ 今後の検討方針を 対応要員に指示し たか。

・ 今後も 継続し て風水害対策に必要な情報の収集

・ 対策準備の開始

□ 風水害対策の内容、 対策に要する 時間、 対応要員数及び資機材を 再確認し たか。

□ 対策移行判断基準を 再確認し たか。

□ 避難の開始判断基準及び避難方法を 再確認し たか。

□ 判断に必要な風水害対策に必要な情報の取得手段を 再確認し たか。

□ 対策移行判断時に外部関係者に伝達する内容を 記載し た書式の保管場所（ 電子フ ァ イ ル） を 確認し たか。

□ 情報を 共有でき る 手段（ 一斉メ ール等の連絡手段、 事業所内の放送設備等） が使用でき るか確認し たか。

□ 対策移行基準に達する と 想定さ れる時期において、 勤務体系（ 平日昼間or夜間・ 休日） 及び対応要員数を 確認し たか。

□ 上記で対応要員数が不足すると 想定さ れる 場合は、 参集ルールに基づき 、 連絡手段を 通じ て対応要員を 確保でき る か。

□ 上記情報を 対策移行の判断責任者若し く は代理に報告し ている か。

□ 判断責任者又は代理と 対応要員と で、 対策移行する 際の手順等を 最終確認し たか。

□ 事業所内に対策移行し たこ と を 周知し 、 対策実施を 指示し たか。

□ 対策を 移行し たこ と を 連絡し なければなら ない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） に連絡を 行っ たか。

□ 対策を 移行し たこ と を 連絡し なければなら ない内部関係者（ 企業内： 本社、 他事業所等） に連絡を 行っ たか。

□ 風水害対策が完了し たこ と を 判断責任者若し く は代理に報告し たか。

□ 事業所内の巡回等、 継続し てモニタ リ ングを 行っ ている か。

□ 風水害対策に必要な情報を 継続し て取得し 、 必要に応じ て対応レ ベルを 変更する判断を 行っ ている か。

風水害対策の判断フ ロ ー

4. 対策実施及び
　 継続モニタ リ
　 ング

4-1 事業所内への周知及び対策実施の指示

4-2 外部・ 内部関係者への連絡

4-3 風水害対策完了の報告

3. 対策移行判断

3-1 風水害対策に必要な情報を 定期的に確認

□ 風水害対策に必要な情報を 取得でき る 以下の情報媒体から 現状及び今後の予測を 定期的に確認し ている か。
・ Push型情報媒体の確認
・ Pul l 型情報媒体は一定期間ごと に対応要員自ら がアク セスし て確認

3-2 対策移行時期の検討

□

対策移行時期を 検討する にあたり 、 以下を 考慮し ている か。
・ 風水害対策に必要な情報と 対策移行基準の比較
・ 対策に要する 時間
・ 勤務体系、 対応要員数（ 参集予定を 含む）
・ 避難開始判断のタ イ ミ ン グ

風水害における 危険性の終息

対策を 移行し たこ と を 連絡し なければなら ない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） 及び内部関係者（ 本社、 他事業所等） を 連絡先リ スト で再確認し たか。

□

※参照
　 ①風水害対策に必要な情報リ スト （ 案）
　 ②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表
　 ③風水害対策への移行判断基準
　 ④外部・ 内部関係者リ スト
　 ⑤外部関係者への通報・ 連絡票

風水害対策における 初動対応のフ ロ ーチャ ート Ⅱ 

風水害の危険性が高まっ た場合の応急対策【 警戒～取得し た情報から 対策に移行する段階】
タ イ ムラ イ ン 警戒活動等のチェ ッ ク ポイ ン ト

風水害の危険性が
高まっ た場合の応
急対策
【 警戒～取得し た
情報から 対策に移
行する 段階】

1. 情報収集と 対
　 応方針の決定

1-1 情報収集と 事業所への影響判断

1-2 風水害対策への移行判断責任者へ報告

1-3 対応方針の検討

2. 対策準備

2-1 風水害対策及び必要なリ ソ ースの再確認

2-2 風水害対策への移行判断基準の確認

2-3 外部・ 内部関係者への連絡準備

風水害の危険性が高まるおそれ

対策準備の完了

風水害対策に必要な情報を 定期的に確認

①風水害対策に必要な情報リ スト

事業所内への周知及び対策実施の指示

外部・ 内部関係への連絡

④外部・ 内部関係者リ スト ⑤外部関係者への通報・ 連絡票

情報収集と 事業所への影響判断

①風水害対策に必要な情報リ スト

風水害対策への移行判断責任者への報告

1-1

対応方針の決定

1-2

対応方針の検討1-3

風水害対策及び必要なリ ソ ースの再確認

②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

風水害対策への移行判断基準の確認

③風水害対策への移行判断基準

2-1

2-2

2-3
外部・ 内部関係者への連絡準備

④外部・ 内部関係者リ スト ⑤外部関係者への通報・ 連絡票

4-1

4-2

対策移行判断

対策移行時期の検討

③風水害対策への移行判断基準 ②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

3-1

3-2

4-3
風水害対策完了の報告

②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

風水害対策完了と 継続モニタ リ ング

（ 対応レ ベルを上げる場合は3-1へ）



検討すべき 情報伝達事項

□ 第一報と し て消防機関に速やかに通報するこ と を 指示し たか。

□ 被害軽減策及び応急復旧の完了について消防に通報機関するこ と を 指示し たか。

□ 情報の抜けも れが無いよう に予め作成し た書式を 使用し たか。

□ 必要に応じ て、 以下の情報等を 消防機関に提供するこ と を 検討し たか。

・ 事故発生箇所の写真又はイ ラ スト

・ 構内配置図（ 事故発生箇所の記載）

・ 事業所周囲の浸水状況の写真又はイ ラ スト

　・ 事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイ ラ スト

□ 消防機関から 情報の追加依頼があれば対応を 行っ たか。

□ 関係機関に情報共有を 行っ たか。

□ 情報の抜けも れが無いよう に予め作成し た書式を 使用し たか。

□ 必要に応じ て、 以下の情報等を 関係機関に提供するこ と を 検討し たか。

・ 事故発生箇所の写真又はイ ラ スト

・ 構内配置図（ 事故発生箇所の記載）

・ 事業所周囲の浸水状況の写真又はイ ラ スト

　・ 事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイ ラ スト

□ 被害軽減策及び応急復旧の定期的な進捗及び完了し たこ と を 関係機関に報告し たか。

□ 責任者及び問合せ担当者で協議し 、 関連情報の認識及び問合せに対する回答方針を 確認し たか。

□ 必要に応じ て、 本社広報と 役割分担等を 確認し たか。

□ 問合せ対応者を 限定し 、 情報の一元化を 図っ ているか。

□ 問合せ先、 問合せ内容及びその回答の記録を 残し ているか。

1-1 消防機関への通報の指示

□ 継続し て情報収集し た被害状況又は被害軽減策・ 応急復旧の実施状況を 整理し 、 第二報等と し て消防機関に通報するこ と を 指示し
たか。

風水害及び被害の応急復旧等の終息

3. 問合せ対応

3-1 事前調整

3-2 問合せ対応

風水害対策における初動対応のフ ローチャ ート Ⅲ

風水害に伴う 危険物の流出や火災が発生し た場合の応急対策【 被害拡大の防止・ 軽減】
タ イ ムラ イ ン 風水害対策の判断フ ロー 事故対応のチェ ッ ク ポイ ント

※参照
　 ②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表
　 ④外部・ 内部関係者リ スト
　 ⑤外部関係者への通報・ 連絡票
　 ⑥問合せ記録票

2. 関係機関への
　 情報共有

2-1 関係機関への情報共有のための準備

□ 事故発生又は発生する可能性が高いこ と を 情報共有し なければなら ない関係機関（ 市町村、 水質汚濁防止連絡協議会等） を 連絡先
リ スト で再確認し たか。

2-2 関係機関へ情報共有

□ 状況に応じ て地域住民に情報共有する必要がある と 判断さ れた場合、 事業所スピーカ ーの使用、 自治体への周知依頼（ スピーカ ー
等による周知） を 行っ たか。

□
継続し て情報収集し た被害状況又は被害軽減策・ 応急復旧の実施状況を 整理し 、 第二報等と し て関係機関に情報共有し たか。

1-2 消防機関への通報

風水害に伴う 危険
物の流出や火災が
発生し た場合の応
急対策
【 被害拡大の防
止・ 軽減】

1. 消防機関への
　 通報

事前調整

問合せ対応完了

問合せ対応 ⑥問合せ記録票

対応状況の報告

外部に提供する も の

関係機関への情報共有のための準備 ④外部・ 内部関係者リ スト

関係機関へ情報共有完了

2-1

3-1

3-2

継続し た情報収集・ 状況把握

②風水害対策のリ ソ ース

リ スト 兼実施状況表

消防機関への通報完了

消防機関への通報 ⑤外部関係者への通報・ 連絡票1-2

第一報第二報等

定期的

事業所内の対応 事業所外への対応
事故発生・

発生する可能性大

の覚知

消防機関への通報の指示1-1

被害軽減策

・ 応急復旧の指示

関係機関へ情報共有2-2



チェックリスト（例） ー販売取扱所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行う。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 飛来物により建築物
（窓ガラス）等が破
損しないよう、シャ
ッター等で保護する。

□ 自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高
所への移動、水密性のある区画へ保管する。

□ 飛来物により建築物
等が破損した場合に
おける容器等の破損、
危険物の流出等を最
小限にするため、容
器等をロープ・ワイ
ヤー等で相互に緊結、
重いものを下方に積む。

□ 容器は、ロープ・ワイヤー等で相互に緊結、重
いものを下方に積む等、浮き上がり等による破
損や施設外への流出等を防止するための措置を
講ずる。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、容器の破損や危険物の流出の有無等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



平時からの
事前の備え

○ハザードマップを参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域、浸水高さ等を確認しておく。
○被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するための措置を検討し、計画策定を行う。
・計画策定に当たっては、タイムラインを考慮し、防災情報の警戒レベル等に応じ、計画的な操業の停止や規模縮小、危険物の搬入・搬出
の時期や経路の変更等に関する判断基準や実施要領を策定する。
・実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図り、対策実施に必要な時間を確認してタイムラインとの整合性を確保する。
・各事業者が策定する計画や実施要領等は、予防規程の関連文書、又は社内規定やマニュアル等に位置づける。

○温度や圧力等を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ電源及び当該電源に必要な燃
料等を確保する。これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。
○建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、建具型の浸水防止用設備等を
準備する。
○オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資機材を準備する。
○河川や海洋へ危険物が流出した場合、各地方公共団体の地域防災計画に基づき、水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関への連絡
体制を確立し、積極的に訓練等に参画する。
○天候回復後の施設の復旧に当たり、危険物の仮貯蔵・仮取扱いを行うことが想定される場合には、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画
を作成の上、消防機関と協議しておく。

風水害の危険
性が高まって
きた場合の応
急対策

○危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視し、浸水、土砂流入、
強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる。
○従業者等の避難安全を確保するため、十分な時間的余裕を持って作業する。
○浸水等に伴い、大規模な爆発など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合は、速やかに消防機関等の関係機関へ通報す
る。特に、水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性状や保管状
況等について情報提供を行う。
○河川等へ危険物が流出した場合、水質汚濁防止連絡協議会等へ速やかに通報等し、連携して応急対策を実施する。

浸水・高潮・土砂
対策の例

・土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂流入を防止・低減
・配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混入を防止
・禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高所への移動、水密性のある区画への保管、金属の溶融
高熱物は、加熱をあらかじめ停止して十分温度を下げる 等

強風対策の例
・強風により建築物、塔槽類等が破損しないよう、施設の耐風性能を再確認
・飛来物により建築物（窓ガラス）等が破損しないよう、シャッター等で保護
・飛来物により配管等が破損した場合における危険物の流出を最小限にするため、配管の弁等を閉鎖 等

停電対策の例
・危険物の取扱いをあらかじめ停止
・温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品は、自家発電設備等により所要の電力を確保 等

危険物の流出防止
対策

・施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に実施
・オイルフェンスを適切な場所に設置
・危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収 等

天候回復後の
点検・復旧

○点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行う（特に浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認）。
○電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。

＜一般取扱所における風水害対策上のポイント＞ 別紙12



チェックリスト（例） ー移送取扱所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 倒壊等により当該施設（配管等）へ被害を及ぼすおそれのある周辺の工作物等を把握する。
□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風
速、河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、オイルフェンスを適切な場所に設置する。
□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 危険物の取扱いをあらかじめ停止する。
□ 強風により配管等が
破損しないよう、耐
風性能を再確認する。

□ 自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 土のうや止水板等によりポンプ設備等への浸水
や土砂流入を防止・低減する。 □ 飛来物により配管等

が破損した場合にお
ける危険物の流出を
最小限にするため、
配管の弁等を閉鎖する。□ 配管の弁等を閉鎖し、危険物の流出を防止する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



チェックリスト（例） ー一般取扱所ー

フェーズ 浸水・高潮対策 土砂対策 強風対策 停電対策

平
時
か
ら
の
事
前
の
備
え

災害リスク
の確認

□ 地域のハザードマップを参照し、当該施設が浸水想定区域や土砂災害警戒区域に入っているかどうかや、
降雨や高潮に伴う浸水高さ等を確認する。また、ハザードマップが更新された場合には、当該施設に係る
変更の有無や内容を都度確認する。

□ 浸水想定区域に該当する場合、想定される降雨量と浸水高、避難先を確認する。

計画等
の策定

□ 大雨や台風の接近に伴い被害の発生が想定される場合には、被害発生の危険性を回避・低減するために必
要な措置を検討し、計画を策定する。

□ タイムラインを考慮し、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報の警戒レベル等に応じた判断基準や
実施要領を策定する。

□ 計画的な操業の停止、規模縮小の判断基準や実施要領を策定する。
□ 危険物の搬入・搬出の時期や経路の変更等の判断基準や実施要領を策定する。
□ 天候回復後の施設の復旧に当たり、自家発電設備等への円滑な燃料供給等のため、危険物の仮貯蔵・仮取
扱いを行うことが想定される場合、仮貯蔵・仮取扱いの実施計画を作成し、消防機関と協議する。

□ 計画や実施要領等を予防規程の関連文書又は社内規定等に位置づける。

対策の
準備

□ 温度や圧力等の管理を継続することが必要な物品については、停電に備え自家発電設備等のバックアップ
電源及び当該電源に必要な燃料等を確保する。また、これらの危険物保安上必要な設備等についても、浸
水等により必要な機能を損なうことのないよう措置する。

□ 建築物や電気設備等における浸水を危険物保安上防止する必要がある場合には、土のう、止水板、水密性
のあるシャッターやドア（建具型の浸水防止用設備）等を準備する。

□ 浸水等により危険物が流出するおそれがある場合には、オイルフェンス、油吸着材、土のう等の必要な資
機材を準備する。

訓練等
の実施

□ 実施要領等に基づき教育訓練を行い、従業者等の習熟を図るとともに、対策実施に必要な時間を確認して
タイムラインとの整合性を確保する。

□ 各地方公共団体の地域防災計画に基づく水質汚濁防止連絡協議会等の関係機関と連携を図るため、これら
関係行政機関への連絡体制を確立するとともに、積極的に訓練に参画する。

風
水
害
の
危
険
性
が
高
ま
っ
て
き
た
場
合
の
応
急
対
策

□ 危険物施設等における被害の防止・軽減を図るため、気象庁や地方公共団体等が発表する防災情報を注視
し、浸水、高潮、土砂流入、強風、停電等による危険性に応じた措置を講ずる（予想される降雨量、風速、
河川の水位、土砂災害危険性等の確認、避難先や避難経路の確認等）。

□ 従業者等の避難安全を確保することが必要であり、十分な時間的余裕をもって作業を行う。
□ 浸水等に伴い、大規模な爆発や危険物の大量流出など周辺に危害を及ぼす事態に至る可能性がある場合に
は、速やかに消防機関等の関係機関に通報を行う。

□ 水と接触することで激しく燃焼する物品や有害なガスを発生させる物品が存する場合には、その物質の性
状や保管状況等について関係機関に情報提供を行う。

□ 施設外に危険物が流出しないよう、浸水防止用設備の閉鎖を確実に行うほか、オイルフェンスを適切な場
所に設置する。

□ 危険物の流出を確認した場合は、油吸着材等により速やかに回収する。
□ 浸水等に伴い、河川や海洋へ危険物が流出した場合には、水質汚濁防止連絡協議会等の関係行政機関へ速
やかに通報・連絡し、連携して応急対策を実施する。

□ 土のうや止水板等により施設内への浸水や土砂
流入を防止・低減する。

□ 強風により塔槽類等
が破損・転倒しない
よう耐風性能を再確
認する。

□ 危険物の製造や取扱
いをあらかじめ停止
する。

□ 配管の弁やマンホールを閉鎖し、危険物の流出
防止とともに、タンクや配管への水や土砂の混
入を防止する。

□ 飛来物により建築物
等が破損しないよう、
シャッター等で保護
する。

□ 温度や圧力等の管理
を継続することが必
要な物品については、
自家発電設備等によ
り所要の電力を確保
する。

□ 禁水性物質等の水に触れると危険な物品は、高
所への移動、水密性のある区画へ保管する。

□ 金属の溶融高熱物は、加熱をあらかじめ停止し
て十分温度を下げる。

□ 飛来物により配管等
が破損した場合にお
ける危険物の流出を
最小限とするため、
配管の弁等を閉鎖する。

天候回復後の
点検・復旧

□ 点検を行い、必要な補修を施した後で再稼働を行うこと。
□ 浸水した施設では、作動状況や気密性等を確認する。
□ 復旧に伴い、臨時的な危険物の貯蔵又は取扱いが必要となる場合は、危険物の仮貯蔵・仮取扱いに係る実
施計画に基づき安全対策等を講ずる。

□ 電力復旧時の通電火災や漏電の防止のため、危険物施設内の電気設備や配線の健全性を確認する。



Push型 Pul l 型

リ アルタ イ ム情報 □TV・ ラ ジオ
□ネッ ト （ 気象庁HP）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j ma/i ndex. ht ml

予想情報 □TV・ ラ ジオ

□ネッ ト （ 気象庁HP・ 早期注意情報）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j ma/ki shou/kei ka/i ndex. ht ml
□ネッ ト （ 気象庁HP・ 大雨洪水警報の危険度分布「 雨の様子・ 浸水害」 ）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j p/kai kot an/i ndex. ht ml
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j p/sui gai mesh/i nund. ht ml

リ アルタ イ ム情報 □TV・ ラ ジオ
□ネッ ト （ 気象庁HP）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j ma/i ndex. ht ml

予想情報 □TV・ ラ ジオ
□ネッ ト （ 気象庁HP・ 台風情報）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j p/t yph/

リ アルタ イ ム情報 □TV・ ラ ジオ

＜水位及びラ イ ブ映像＞
□ネッ ト （ 国土交通省HP川の水位情報）
t t ps: //k. r i ver . go. j p/?zm=5&cl at =35. 04203271247672&cl on=138. 456457281
25004&t =0&dobs=1&dr vr =1&dt v=1&dt mobs=1&dt mt v=1
□ネッ ト （ 国土交通省地方整備局河川部）

予想情報
□ネッ ト （ 気象庁HP・ 大雨洪水警報の危険度分布「 洪水」 ）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j p/sui gai mesh/f l ood. ht ml

リ アルタ イ ム情報 □ネッ ト

予想情報 □ネッ ト

防災気象情報 －
□TV・ ラ ジオ
□緊急速報メ ール（ 携帯会社各社が運用する サービス）
□メ ール（ 危険度分布の通知サービ ス）

□ネッ ト （ 気象庁HP）
　 ht t ps: //www. j ma. go. j p/j ma/i ndex. ht ml

避難指示等 －
□TV・ ラ ジオ
□市町村防災行政無線（ 屋外スピ ーカ ー、 戸別受信機）

□ネッ ト （ 各市町村HP）

その他

①風水害対策に必要な情報リ スト （ 案）

潮位

Pul l 型情報の取得
（ 誰が・ いつ）

降雨量

風速

河川水位

情報媒体風水害対策
に必要な情報

《 該当箇所》

フ ローⅠ1-2

フ ローⅡ1-1, 3-1



③風水害対策への移行判断基準

No.
警戒レ ベル

（ 対応レ ベル）
レ ベル移行判断のための条件 当該レ ベルで出社必須な対応要員 当該レ ベルで実施する風水害対策の概要

1

2

3

4

5

6

《 該当箇所》

フ ローⅠ2-2

フ ローⅡ2-2, 3-2



②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

事業所名又は職場名 ※事業所単位又は職場単位で作成

作成日 作成者

警戒レベル
（ 対応レベル）

当該レベルで実施
する 風水害対策名

資機材名
風水害対策に要する

時間（ 分）
風水害対策に必要な
対応要員数（ 人）

風水害対策
完了率（ ％）

資器材
の確認

風水害対策
完了確認

構内配置図

平時に記載

※事業所内の風水害対策の位置を 以下に記す。

風水害の危険性が
高まっ た場合に記載

《 該当箇所》

フ ロ ーⅠ2-1, 2-4

フ ロ ーⅡ2-1, 3-2, 4-3



⑥問合せ記録票

問合せ日時 問合せ先 氏名 電話番号 メ ールアド レ ス 問合せ内容 回答内容

《 該当箇所》

フ ローⅠ3-3

フ ローⅢ3-2



④外部・内部関係者リスト

分類 組織名 担当者名 連絡先（電話/FAX） 連絡先（メールアドレス）

外部関係者
（消防機関、市町村、
その他関係機関等）

内部関係者

《 該当箇所》

フ ロ ーⅠ2-4, 3-2

フ ローⅡ2-3, 4-2

フ ローⅢ2-1



⑤外部関係者への通報・ 連絡票

事業所名 通報・ 連絡日時

部署名 外部関係者の対象 □消防機関、 □市町村、 □その他関係機関、 □その他

担当者名 外部関係者名

連絡先 外部関係者の担当者名

【 平時の情報共有】

□高温設備（ 金属溶融炉等） が水に接触し て水蒸気爆発、

危険物施設名、
品名、 取扱量等

危険物の
使用/保管場所

主な製造工程
の概要

風水害対策計画

地図

（ 具体的な内容）

被害想定

事業所で想定
さ れる ハザード

事業所の被害想定
シナリ オ

（ 危険物の取扱い、 風水害により 被害が想定さ れる 工程等）

その他

（ 風水害の危険性が高まっ てき た場合に実施する 主な風水害対策、 風水害対策の移行判断基準等）

（ 事業所周辺の状況が把握でき る 地図）

□建物・ 設備等の破損、 □危険物の漏洩、 □危険物の漏洩に伴う 火災、

□危険物（ 禁水性物質等） の水濡れ・ 停電に伴う 温度管理不備等によ る 火災、 □その他

（ 具体的な内容）

（ 危険物施設一覧表等）

（ 構内配置図、 危険物の使用・ 保管位置の図示）

危険物情報

□洪水、 □内水、 高潮、 津波、 土砂災害、 □該当なし

《 該当箇所》

フ ローⅠ2-4, 3-1, 3-2

フ ローⅡ2-3, 4-2

フ ローⅢ1-2, 2-2



⑤外部関係者への通報・ 連絡票

事業所名 通報・ 連絡日時

部署名 外部関係者の対象 □消防機関、 □市町村、 □その他関係機関、 □その他

担当者名 外部関係者名

連絡先 外部関係者の担当者名

【 風水害の危険性が高まっ てき た場合】

□風水害対策の実施判断開始（ 警戒レ ベル・ 対応レ ベルの開始）
□風水害対策の警戒レ ベル・ 対応レベルの上位への移行
□風水害対策の実施状況
□避難予定等
□その他

□事故概要（ □火災・ 爆発、 □流出、 □その他）
□事故状況（ 流出の場合： 物質名・ 流出量、 流出範囲等）
□事故発生箇所の写真
□構内配置図（ 事故発生箇所が把握でき る こ と ）
□事業所周囲の浸水状況の写真
□事業所周囲への危険物漏洩等の被害写真又は流出範囲のイ ラ スト
□河川等への流出の有無
□爆発によ り 事業所周辺に影響を 与える 可能性
□その他

伝達する 情報

□風水害対策の
　 実施判断

□事故発生・
　 発生可能性大

状況の詳細

《 該当箇所》

フ ローⅠ2-4, 3-1, 3-2

フ ローⅡ2-3, 4-2

フ ローⅢ1-2, 2-2



検討すべき情報伝達事項

□ 第一報と し て消防機関に速やかに通報する こ と を指示し たか。

□ 被害軽減策及び応急復旧の完了について消防に通報機関するこ と を指示し たか。

□ 情報の抜けも れが無いよ う に予め作成し た書式を使用し たか。

□ 必要に応じ て、 以下の情報等を 消防機関に提供する こ と を検討し たか。

・ 事故発生箇所の写真又はイラ スト

・ 構内配置図（ 事故発生箇所の記載）

・ 事業所周囲の浸水状況の写真又はイラ スト

　・ 事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイラ スト

□ 消防機関から 情報の追加依頼があれば対応を行っ たか。

□ 関係機関に情報共有を行っ たか。

□ 情報の抜けも れが無いよ う に予め作成し た書式を使用し たか。

□ 必要に応じ て、 以下の情報等を 関係機関に提供する こ と を検討し たか。

・ 事故発生箇所の写真又はイラ スト

・ 構内配置図（ 事故発生箇所の記載）

・ 事業所周囲の浸水状況の写真又はイラ スト

　・ 事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイラ スト

□ 被害軽減策及び応急復旧の定期的な進捗及び完了し たこ と を関係機関に報告したか。

□ 責任者及び問合せ担当者で協議し 、 関連情報の認識及び問合せに対する回答方針を 確認し たか。

□ 必要に応じ て、 本社広報と 役割分担等を確認し たか。

□ 問合せ対応者を限定し 、 情報の一元化を図っ ている か。

□ 問合せ先、 問合せ内容及びその回答の記録を残し ているか。

2. 関係機関への
　 情報共有

2-1 関係機関への情報共有のための準備

□ 事故発生又は発生する可能性が高いこ と を 情報共有し なければなら ない関係機関（ 市町村、 水質汚濁防止連絡協議会等） を 連絡
先リ スト で再確認し たか。

2-2  関係機関へ情報共有

□ 状況に応じ て地域住民に情報共有する必要がある と 判断さ れた場合、 事業所スピーカーの使用、 自治体への周知依頼（ スピ ー

カー等によ る周知） を行っ たか。

□
継続し て情報収集し た被害状況又は被害軽減策・ 応急復旧の実施状況を整理し 、 第二報等と し て関係機関に情報共有し たか。

1-2  消防機関への通報

風水害に伴う 危険
物の流出や火災が

発生し た場合の応

急対策
【 被害拡大の防
止・ 軽減】

1. 消防機関への
　 通報

風水害対策に おける 初動対応のフ ロ ーチャ ート Ⅲ

風水害に伴う 危険物の流出や火災が発生し た場合の応急対策【 被害拡大の防止・ 軽減】
タ イムラ イン 風水害対策の判断フ ロ ー 事故対応のチェ ッ ク ポイント

1-1  消防機関への通報の指示

□ 継続し て情報収集し た被害状況又は被害軽減策・ 応急復旧の実施状況を整理し、 第二報等と し て消防機関に通報するこ と を指示
し たか。

風水害及び被害の応急復旧等の終息

3. 問合せ対応

3-1 事前調整

3-2 問合せ対応

事前調整

問合せ対応完了

問合せ対応 ⑥問合せ記録票

対応状況の報告

外部に提供する も の

関係機関への情報共有のための準備 ④外部・ 内部関係者リ スト

関係機関へ情報共有完了

2-1

3-1

3-2

継続し た情報収集・ 状況把握

②風水害対策のリ ソ ース

リ スト 兼実施状況表

消防機関への通報完了

消防機関への通報 ⑤外部関係者への通報・ 連絡票1-2

第一報第二報等

定期的

事業所内の対応 事業所外への対応
事故発生・

発生する可能性大

の覚知

消防機関への通報の指示1-1

被害軽減策

・ 応急復旧の指示

関係機関へ情報共有2-2

危険物施設の対応タ イ ムラ イ ンに対応し たフ ローチャ ート の活用

事業者と市町村･消防本部等
と情報連絡のタイミ ングや
共有情報等について調整

平時からの備え

風水害の危険性が高まっ た
場合の応急対策
[ 警戒～取得し た情報から
対策に移行する段階 ]

風水害に伴う 危険物の流出
や火災が発生し た場合の応
急対策
[被害拡大の防止・ 軽減]

○チェッ クリスト は、 危険物施設の
区分ごとの留意点を重視

○フローチャート は、 タイムライン
に沿って実施する項目を重視

○チェッ クリスト 確認しながら、 フ
ローチャート を作成することで各
事業所で実効性のある手順、 マ
ニュアルが完成するイメ ージ

○フローチャート の作成の中で、 市
町村・ 消防本部等との情報共有も
合わせて調整する

検討すべき 情報伝達事項 ガイド ラ インの項目 （ 参考） 各事業所における計画作成のチェ ッ クポイント の具体化例

災害リ スク 確認 1-1 災害情報の確認と事業所リ スク の想定

□ 浸水被害をハザード マッ プ等で確認し ているか。 ①事業所所在地がハザード マッ プの被害区域に該当し ているか確認

□ 土砂災害警戒区域をハザード マッ プ等で確認しているか。 　 □洪水、 □内水、 □高潮、 □津波、 □土砂災害、 □該当なし

□ 事業所所在地で過去の風水害事例を確認し ているか。 ②事業所所在地の過去10年間の風水害被害

□ 避難情報（ 事業所外避難の場合は、 避難所及び避難ルート 等） を確認しているか。 　 □洪水、 □内水、 □高潮、 □津波、 □土砂災害、 □被害なし

③避難情報の確認

　 事業所外避難の場合　 □避難所、 □避難ルート

災害リ スク 確認 ④事業所（ 危険物施設） の被害想定シナリ オ例

　 □建物・ 設備等の破損、 □危険物の漏洩、 □危険物の漏洩に伴う 火災、

　 □危険物（ 禁水性物質等） の水濡れ・ 停電に伴う 温度管理不備等による火災、

　 □高温設備（ 金属溶融炉等） が水に接触して水蒸気爆発、

　 □その他（ 　  　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 ）

上記情報媒体から の取得手段について以下の内容を確認しているか。 1-2 風水害対策に必要な情報の取得手段の確保

・ Push型情報（ 例： TV等） 、 Pul l 型情報（ 例： ネッ ト 等） の把握 ①必要な情報の確認

・ Pul l 型の場合は"誰が""どのく ら いの頻度で"取得するかなど確認しているか。 　 □予想降雨量、 □予想風速、 □河川水位、 □潮位、

対策の準備・ 訓練等の実施 　 □防災気象情報（ 例： 大雨警報、 土砂災害警戒情報、 警戒レベル） 、

□ 対策資器材の準備、 定期的な保守点検を行っているか。 　 □避難指示、 高齢者等避難、 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

□ 訓練で対策資機材の取扱いを把握しているか。 ②情報媒体

□ 訓練で対策に要する時間、 必要な対応要員数を把握しているか。 　 □TV・ ラ ジオ、 □市町村防災行政無線（ 屋外スピーカー、 戸別受信機） 、

　 □緊急速報メ ール（ 携帯会社各社が運用するサービス） 、

　 □インタ ーネッ ト ： □気象庁HP、 □国土交通省HP川の水位情報、 □自治体HP

計画等の策定 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 □国土交通省地方整備局河川部HP（ 河川水位等）

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

③情報媒体から の取得手段（ 特にPul l 型の場合）

□ 避難の方法、 開始判断について避難計画を作成し ているか。 　 □誰が取得するか（ 　 　 　  　 ） 、 □どのく らいの頻度で取得するか（ 　  　 　 　 　 ）

計画等の策定 2-1 風水害対策に要する リ ソ ース（ 時間、 対応要員、 資器材） の把握

□ 風水害対策への移行判断責任者を定めているか。 ①時間・ 対応要員を要する風水害対策

□ 移行判断責任者不在（ 外出・ 夜間等） を想定して、 代理を定めているか。 　 □止水板・ 土のう の設置、 □移動タンク貯蔵所の高所への移動、

計画等の策定 　 □高温設備（ 金属溶融炉等） を安全な状態と する対応、

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

②対策に要するリ ソース　 □時間（ 　 　 　 　 　 　 ） 、 □対応要員数（ 　 　 　 　 　 　 　 ）

2-2 風水害対策への移行判断基準の検討

①風水害対策の移行判断基準

　 □（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 前時点で台風の予想進路上にある場合

□ 対策移行判断時に伝達する内容を記載した書式を予め作成し ている か。 　 □防災気象情報（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の発表

　 □隣接河川水位（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の上昇

□ 事業所内の対策実施状況を管理するための書式を予め作成し ている か。 　 □時間降水量（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ） 以上の観測

　 □その他（ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

計画等の策定 2-3 風水害対策への移行判断責任者の選任

①移行判断責任者　 □移行判断責任者（ 　 　  　  　 　 　 ） 、 □代理（ 　 　 　 　   　 　 ）

2-4 外部・ 内部関係者への連絡の検討

訓練等の実施 ①外部関係者　 □消防機関、 □市町村、 □その他（ 　 　 　 　  　 　  　 　 　 　 　 　 　 　 ）

②外部関係者への情報提供

　 □事業所概要（ 企業名・ 事業所名・ 住所・ 主要製品・ 主要工程等） 、

□ 関係機関への情報伝達する際の書式を 予め作成し ているか。 　 □危険物施設・ 危険物情報（ 種類・ 量等） 、 □風水害対策と対策移行判断基準、

　 □構内配置図、 事業所周囲が把握できる地図、 □その他（ 　 　 　 　 　 　   　 　 　 　 ）

□ 事業所内で情報共有するための手段を 確保しているか（ 放送設備、 一斉メ ール等） 。 3-1 消防機関への通報方法の検討

計画等の策定 ①消防機関への通報先　 □119番通報、 □消防機関担当者、 □その他（ 　   　  　 　 　 ）

□ 事業所と 本社広報で問合せ対応の分担を協議しているか。 3-2 関係機関への情報伝達方法の検討

□ 問合せ対応者を定めているか（ 限定し て情報の一元管理） 。 ①関係機関　 □市町村、 □水質汚濁防止連絡協議会、 □その他（ 　 　 　 　   　 　 　 　 ）

□ 問合せ及び回答内容を記録する書式を 予め作成し ているか。 3-3 問合せ対応準備

①問合せ担当者の選任　 □問合せ担当者（ 　 　 　 　 　   　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）

2. 取得し た情報か
　 ら 対策への移行
　 体制の構築

2-1 風水害対策に要するリ ソ ース（ 時間、 対応要員、 資器材） の把握

風水害対策計画の作成フロー

□ 平時から 外部関係者と協議し、 基本情報（ 事業所概要、 危険物情報、 図面等） の提供、 対策移行判断時に伝達する内容を確認

しているか。

□ 上記情報を取得できる情報媒体（ TV・ ラジオ、 緊急速報メ ール、 イ ンターネッ ト 等） を把握し、 リ スト 化しているか。

□

□ 対策を移行し たこ とを連絡しなければなら ない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） 及び内部関係者（ 本社、
他事業所等） を把握し、 連絡先リ スト を作成しているか。

□
夜間・ 休日等で対応要員が不足する場合は、 参集ルール作成や一斉メ ール等の連絡手段を確保し ているか。

2-2 風水害対策への移行判断基準の検討

□ 消防機関への通報以外に連絡すべきその他の関係機関（ 市町村、 水質汚濁防止連絡協議会等） を把握し 、 連絡先リ スト を作成

しているか。

3-3 問合せ対応準備

風水害対策計画に盛り 込む

3. 災害発生時の
　 連絡体制の構築

3-1 消防機関への通報方法の検討

□ 平時から 消防機関と協議し、 通報先（ 119番通報、 消防機関担当者等） 、 通報時に伝達する内容を確認してるか。 また、 書式
を予め作成し ているか。

3-2 関係機関への情報伝達方法の検討

風水害対策における初動対応のフ ローチャート Ⅰ   

平時から の事前の備え
タ イムライ ン 計画作成のチェ ッ クポイント

平時から の
事前の備え

1. 災害情報の確認

　 と取得手段の確
　 保

1-1 災害情報の確認と事業所リ スク の想定

□ 事業所情報（ 製造工程、 危険物等） と 想定される風水害被害から 、 事業所（ 危険物施設） で最も 大きな被害想定シナリ オを把
握しているか。

□ 風水害対策への移行判断基準を定めているか（ 判断の誤り を防ぐ ため、 対策移行判断の条件は、 可能であれば複数ある方が望
ましい） 。

2-3 風水害対策への移行判断責任者の選任

2-4 外部・ 内部関係者への連絡の検討

1-2 風水害対策に必要な情報の取得手段の確保

□ 風水害対策に必要な情報（ 予想降雨量・ 風速、 河川水位、 潮位、 防災気象情報、 避難指示等） を確認しているか。

開始

災害情報の確認と 事業所リ ス ク の想定

風水害対策に必要な情報の取得手段の確保
①風水害対策に必要な情報リ スト

情報取得体制の構築

風水害対策への移行判断基準の検討
③風水害対策への移行判断基準

風水害対策への移行体制の構築

消防機関への通報方法の検討
⑤外部関係者への通報・ 連絡票

連絡体制・ 問合せ対応の構築

風水害対策に要する リ ソ ースの把握

②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

風水害対策への移行判断責任者の選任

外部・ 内部関係者への連絡の検討
④外部・ 内部関係者リ スト

⑤外部関係者への通報・ 連絡票

②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

関係機関への情報伝達方法の検討
④外部・ 内部関係者リ スト

⑤外部関係者への通報・ 連絡票

問合せ対応準備

⑥問合せ記録票

1-1

1-2

2-1

2-2

2-3

2-4

3-1

3-2

3-3

検討すべき 情報 伝達事項

□ 風水害対策に必要な情報の収集を開始し 、 風水害の危険性があるか確認し たか。

・ 気象庁HPの早期注意情報（ 警報級の可能性） 等を確認

・ 風水害の危険性が高まる時期、 地域及び規模の確認

□ 風水害の危険性と 対象地域から、 事業所への影響の可能性があるか。

□ 事業所への影響の可能性が想定さ れる場合、 風水害対策への移行判断責任者又は代理に報告し たか。

□ 風水害対策への移行判断責任者又は代理は、 今後の対応方針について検討し たか。

□ 今後の検討方針を 対応要員に指示し たか。

・ 今後も 継続し て風水害対策に必要な情報の収集

・ 対策準備の開始

□ 風水害対策の内容、 対策に要する時間、 対応要員数及び資機材を 再確認し たか。

□ 対策移行判断基準を再確認し たか。

□ 避難の開始判断基準及び避難方法を 再確認し たか。

□ 判断に必要な風水害対策に必要な情報の取得手段を再確認し たか。

□ 対策移行判断時に外部関係者に伝達する内容を 記載し た書式の保管場所（ 電子ファ イル） を 確認し たか。

□ 情報を共有できる手段（ 一斉メ ール等の連絡手段、 事業所内の放送設備等） が使用できるか確認し たか。

□ 対策移行基準に達すると 想定さ れる時期において、 勤務体系（ 平日昼間or 夜間・ 休日） 及び対応要員数を確認し たか。

□ 上記で対応要員数が不足すると 想定さ れる場合は、 参集ルールに基づき、 連絡手段を通じて対応要員を 確保できるか。

□ 上記情報を対策移行の判断責任者若し く は代理に報告し ているか。

□ 判断責任者又は代理と 対応要員と で、 対策移行する際の手順等を 最終確認し たか。

□ 事業所内に対策移行し たこ と を周知し 、 対策実施を指示し たか。

□ 対策を移行し たこ と を連絡し なければならない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） に連絡を 行ったか。

□ 対策を移行し たこ と を連絡し なければならない内部関係者（ 企業内： 本社、 他事業所等） に連絡を行っ たか。

□ 風水害対策が完了し たこ と を判断責任者若し く は代理に報告し たか。

□ 事業所内の巡回等、 継続し てモニタ リ ングを行っているか。

□ 風水害対策に必要な情報を 継続し て取得し 、 必要に応じ て対応レ ベルを変更する判断を行っ ているか。

対策を移行し たこ と を連絡し なければならない外部関係者（ 消防機関、 市町村、 その他関係機関等） 及び内部関係者（ 本社、 他事業所等） を連絡先リ スト で再確認し
たか。

□

風水害対策における初動対応のフ ローチャ ート Ⅱ 

風水害の危険性が高ま っ た場合の応急対策【 警戒～取得し た情報から 対策に移行する 段階】
タ イムライ ン 警戒活動等のチェ ッ クポイント

風水害の危険性が

高まった場合の応

急対策
【 警戒～取得し た

情報から対策に移

行する段階】

1. 情報収集と 対

　 応方針の決定

1-1 情報収集と 事業所への影響判断

1-2 風水害対策への移行判断責任者へ報告

1-3 対応方針の検討

2. 対策準備

2-1 風水害対策及び必要な リ ソ ースの再確認

2-2 風水害対策への移行判断基準の確認

2-3 外部・ 内部関係者への連絡準備

□

対策移行時期を検討するにあたり 、 以下を考慮しているか。
・ 風水害対策に必要な情報と 対策移行基準の比較

・ 対策に要する時間

・ 勤務体系、 対応要員数（ 参集予定を含む）
・ 避難開始判断のタ イミ ング

風水害における危険性の終息

風水害対策の判断フロー

4. 対策実施及び
　 継続モニタ リ

　 ング

4-1 事業所内への周知及び対策実施の指示

4-2 外部・ 内部関係者への連絡

4-3 風水害対策完了の報告

3. 対策移行判断

3-1 風水害対策に必要な情報を 定期的に確認

□ 風水害対策に必要な情報を 取得でき る以下の情報媒体から現状及び今後の予測を定期的に確認し ているか。

・ Push型情報媒体の確認
・ Pul l 型情報媒体は一定期間ごと に対応要員自らがアクセスし て確認

3-2 対策移行時期の検討

風水害の危険性が高まるおそれ

対策準備の完了

風水害対策に必要な情報を定期的に確認

①風水害対策に必要な情報リ スト

事業所内への周知及び対策実施の指示

外部・ 内部関係への連絡

④外部・ 内部関係者リスト ⑤外部関係者への通報・ 連絡票

情報収集と 事業所への影響判断

①風水害対策に必要な情報リ スト

風水害対策への移行判断責任者への報告

1-1

対応方針の決定

1-2

対応方針の検討1-3

風水害対策及び必要なリ ソースの再確認

②風水害対策のリ ソースリ スト 兼実施状況表

風水害対策への移行判断基準の確認

③風水害対策への移行判断基準

2-1

2-2

2-3
外部・ 内部関係者への連絡準備

④外部・ 内部関係者リ スト ⑤外部関係者への通報・ 連絡票

4-1

4-2

対策移行判断

対策移行時期の検討

③風水害対策への移行判断基準 ②風水害対策のリ ソ ースリ スト 兼実施状況表

3-1

3-2

4-3
風水害対策完了の報告

②風水害対策のリ ソースリ スト 兼実施状況表

風水害対策完了と継続モニタ リ ング

（ 対応レベルを上げる場合は3-1へ）


